工事約款―第１０条関係

現場代理人等通知書

令和　　年　　月　　日

　（通知先）新座市長

　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　受注者

　　　　　　　　　　　　　　　氏　名
下記工事の現場代理人等を定めたので、新座市公共工事請負契約基準約款第

１０条第１項の規定により、経歴書を添えて通知します。

記
	工事名
	

	工事場所
	

	工期
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	請負代金額
	

	技術者分類
	技術者氏名
	技術者従事期間 ※２
	備考

	現場代理人
	フリガナ
	　年　　月　　日～
年　　月　　日
	

	
	
	
	

	主任技術者
［専任・非専任］

監理技術者
（特例監理技術者を含む）※１
	フリガナ
	　年　　月　　日～
年　　月　　日
	

	
	
	
	

	※３
	フリガナ
	　年　　月　　日～
年　　月　　日
	

	
	
	
	


※　建設業許可を受けている建設業者が施工する工事には、必ず「主任技術者」を選任すること。

なお、請負代金額が4,500万円(建築一式工事は9,000万円)以上となる場合、配置技術者は工事ごとの「専任の」者を、下請代金の額の総額が5,000万円(建築一式工事は8,000万円)以上となる場合、主任技術者に代え「監理技術者」を選任すること。
※１）主任技術者又は監理技術者に○を付けること。専任又は非専任に○を付けること。
※２）技術者従事期間が工期と異なる場合は記入すること。
※３）「監理技術者補佐を配置」、「専門技術者を配置」又は「技術者を複数配置」する場合は、本欄に記載すること。
建設業法第２６条の２に該当する「専門技術者」を要する工事の場合は、備考欄に技術者を置いて施工する建設業法上の区分を記入すること。

技術者を複数配置する場合は、備考欄に個々の技術者の職務分担を記載し発注者に説明すること。
なお、記載欄が不足する場合は、別紙に記載して添付すること。（※必要事項の記載があれば書式は問わない。）

【発注者確認欄】※以下、受注者は記入しないでください。
	電子決裁
	
	課長
	副課長
	係長
	担当

	（決裁日）
R . . 
	
	
	
	
	


○技術者専任等確認結果（請負代金額500万円以上の工事はJCIS/CORINS確認）

	１　疑義はありません。速やかに工事実績情報システム(CORINS)の登録を行ってください。

２　技術者に関し、以下の項目について疑義が生じたので、状況を報告してください。

□①技術者資格□②技術者講習（専任監理技術者の場合）□③従事中工事（専任、常駐の場合）
□④直接的雇用□⑤恒常的雇用（専任の場合）□⑥営業所専任技術者（専任の場合）


工事約款―第１０条関係

経　　　　歴　　　　書
	氏 　名
	

	生年月日
	年　　月　　日生（　　　　歳）

	所属業者

（※１）
	
	入社年月日
	

	資格要件

（※２）
	　第７条第２号　イ　ロ　ハ
　第１５条第２号　イ　ロ　ハ
	資格

（※２）
	

	最終学歴

（※３）
	

	実務経験

（※３）
	工事名
	実務経験期間

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	
	　年　　月　～　　年　　月

	
	合計
	年　　月　　日

	現在従事

している

公共工事
（※４）
	工事名
	請負代金額

	
	
	

	
	
	


【記入要領、添付書類】

（※1）　専任の主任技術者及び監理技術者（特例監理技術者及び監理技術者補佐を含む。）においては、請負建設業者との恒常的（3か月以上）雇用関係が必要となる。

（※2）　該当する資格要件に○を付けること。
技術者（主任技術者・専門技術者）の要件が建設業法第７条第２号ハ〔資格等〕に該当する場合は、要件を満たす資格を記載し、資格を証明するものの写しを添付すること。

　技術者（監理技術者及び特例監理技術者）の要件が建設業法第１５条第２号イ、ロ及びハに該当する場合は、資格欄に監理技術者と記載し、監理技術者資格証（裏表両面）の写し及び監理技術者講習修了証（H16.2.29以前に監理技術者資格者証の交付を受けた者については不要）の写しを添付すること。
請負代金額が4,500万円以上（建築一式工事は9,000万円以上）の工事については、営業所の専任技術者と兼務をしていないかの確認を行うため、建設業許可申請書添付書類の専任技術者証明書の写し等を添付すること。

　技術者（監理技術者補佐）の要件が建設業法第２６条第３項第２号に該当する場合は、資格欄に監理技術者補佐と記載し、建設業法施行令第２８条による要件を満たす資格を証明する資料を添付すること。

（※3）　技術者（主任技術者・専門技術者）の要件が建設業法第７条第２号イ、ロ〔学歴、実務経験〕に該当する場合は、要件を満たす学歴、実務経験を記載すること。また、添付書類として契約書の写しや工事に参加したこと等を提出すること。建設業法第７条第２号ハ〔資格等〕による配置の場合は最終学歴及び実務経験の記載不要。
建設業法での実務経験は工事に従事した期間であり、合計年数は工事従事期間の積み上げで算出する。

なお、記載欄が不足する場合は、別紙に記載して添付すること。（※必要事項の記載があれば書式は問わない。）
（※4）　現場代理人は原則常駐が必要。請負代金額が4,500万円以上（建築一式工事については9,000万円以上）の工事については、専任の主任技術者又は監理技術者（特例監理技術者及び監理技術者補佐を配置する場合を含む。）が必要（建設業法第２６条第３項及び同法施行令第２７条の規定による。）
工事約款―第１０条関係

現場代理人等通知書

令和○○年○○月○○日

　（通知先）新座市長

　　　　　　　　　　　　　　　住　所○○市○○町１－１－１
　　　　　　　　　　　　受注者　　　○○建設株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名代表取締役　○○　○○
下記工事の現場代理人等を定めたので、新座市公共工事請負契約基準約款第

１０条第１項の規定により、経歴書を添えて通知します。

記
	工事名
	　○○整備工事

	工事場所
	　新座市○○丁目地内

	工期
	令和○○年○○月○○日　～　令和○○年○○月○○日

	請負代金額
	　12,345,000円

	技術者分類
	技術者氏名
	技術者従事期間 ※２
	備考

	現場代理人
	フリガナ　△△　△△
	　令和△△年△△月△△日～
令和△△年△△月△△日
	

	
	　○○　○○
	
	

	主任技術者
［専任・非専任］

監理技術者
（特例監理技術者を含む）※１
	フリガナ　□□　□□
	　令和△△年△△月△△日～
令和△△年△△月△△日
	

	
	　◎◎　◎◎
	
	

	専門技術者
※３
	フリガナ　▲▲　▲▲
	　令和△△年△△月△△日～
令和△△年△△月△△日
	舗装

	
	　●●　●●
	
	


※　建設業許可を受けている建設業者が施工する工事には、必ず「主任技術者」を選任すること。

なお、請負代金額が4,500万円(建築一式工事は9,000万円)以上となる場合、配置技術者は工事ごとの「専任の」者を、下請代金の額の総額が5,000万円(建築一式工事は8,000万円)以上となる場合、主任技術者に代え「監理技術者」を選任すること。
※１）主任技術者又は監理技術者に○を付けること。専任又は非専任に○を付けること。
※２）技術者従事期間が工期と異なる場合は記入すること。
※３）「監理技術者補佐を配置」、「専門技術者を配置」又は「技術者を複数配置」する場合は、本欄に記載すること。
建設業法第２６条の２に該当する「専門技術者」を要する工事の場合は、備考欄に技術者を置いて施工する建設業法上の区分を記入すること。

技術者を複数配置する場合は、備考欄に個々の技術者の職務分担を記載し発注者に説明すること。
なお、記載欄が不足する場合は、別紙に記載して添付すること。（※必要事項の記載があれば書式は問わない。）
【発注者確認欄】※以下、受注者は記入しないでください。
	電子決裁
	
	課長
	副課長
	係長
	担当

	（決裁日）
R . . 
	
	
	
	
	


○技術者専任等確認結果（請負代金額500万円以上の工事はJCIS/CORINS確認）

	１　疑義はありません。速やかに工事実績情報システム(CORINS)の登録を行ってください。

２　技術者に関し、以下の項目について疑義が生じたので、状況を報告してください。

□①技術者資格□②技術者講習（専任監理技術者の場合）□③従事中工事（専任、常駐の場合）
□④直接的雇用□⑤恒常的雇用（専任の場合）□⑥営業所専任技術者（専任の場合）


【記入上の注意】

１　現場代理人等通知書
⑴　「技術者分類」欄
　ア　「現場代理人」の欄

本工事に置く現場代理人の氏名を記入してください。主任技術者又は監理技術者と兼務する場合も記入してください。

	◎　約款第１０条第２項の規定により、現場代理人は工事現場に常駐することとされていますが、同条第３項の規定により兼務を認める場合があり、「現場代理人の常駐義務の緩和に関する取扱要領」に定めています。

◎　常駐を要しない期間（全ての工事に適用されます。）

⑴　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間
⑵　工事完成後、検査が終了し、事務手続、後片付け等のみが残っている期間
⑶　工事用地等の確保の未了、自然災害の発生、埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間
⑷　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行われている期間

◎　常駐を要しない工事（兼務を認める工事）

・　国、地方公共団体又は新座市（新座市水道事業管理者を含む。）が発注した工事で現場が朝霞県土整備事務所管内及び当該事務所に隣接する市町村内にある工事又は相互の距離が１０ｋｍ以内である工事で、建設業法第２６条第３項の規定による専任の主任技術者の配置を必要としない工事は、発注者が安全管理上等の理由により適当でないと判断したものを除き、合計で２件までの工事の現場代理人を兼務することができます。
・　国、地方公共団体又は新座市（新座市水道事業管理者を含む。）が発注した建設業施行令第２７条２項の規定により同一の技術者が兼務している工事についても、合計で２件までの工事の現場代理人を兼務することができます。

・　兼務を認める工事は、入札公告、指名（見積）通知により明示します。

・　明示をしていない工事でも「現場代理人の兼務の可否に関する照会書」により、発注者が兼務を認める場合があります。

・　兼務を求める場合は、「現場代理人の兼務届」を提出してください。


イ　「主任技術者・監理技術者」の欄

配置技術者は、次の表により判断してください。

【建築一式工事の場合】

	請負代金額
	技術者の専任・非専任
	下請代金額の総額
	技術者の区分

	９，０００万円未満
	非専任
	８，０００万円未満
	主任技術者

	
	
	（８，０００万円以上）
	（監理技術者）

	９，０００万円以上
	専任
	８，０００万円未満
	主任技術者

	
	
	８，０００万円以上
	監理技術者（※）


【その他の工事（土木・舗装・電気・管等）の場合】

	請負代金額
	技術者の専任・非専任
	下請代金額の総額
	技術者の区分

	４，５００万円未満
	非専任
	　―


	主任技術者

	４，５００万円以上
	専任
	５，０００万円未満
	主任技術者

	
	
	５，０００万円以上
	監理技術者（※）


※　監理技術者の職務を補佐する者として建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）で定める者を専任で置くときは、非専任でも可。
注）　公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律第１２条の規定により、一括下請負は認められませんので、注意してください。

⑵　「技術者従事期間」欄

技術者従事期間が工期と異なる場合のみ記入してください。
⑶　「発注者確認」欄

発注者の確認に使用しますので、何も記入しないでください。
２　経歴書

⑴　「入社年月日」欄

専任の配置（主任・監理）技術者の現所属業者への入社年月日を記入してください。

	◎　建設業法に基づき「専任の主任技術者・監理技術者」は、受注者と「直接的かつ恒常的な雇用関係」にある者でなければならないとされています。新座市においても、恒常的雇用関係として「所属建設業者から入札の申込のあった日以前に３か月以上の雇用関係にあること」を条件としています（現場代理人、非専任の主任技術者及び下請負人の主任技術者についてはこの限りではありません。）。


⑵　「資格要件」・「資格」・「実務経験」欄

配置技術者として必要となる所有資格又は実務経験を記入してください。

※　建設業法上必要となる要件は、次のとおりです。

	主任技術者
	①　第７条第２号イ
関連学科の高校卒業後５年以上、大学卒業後３年以上の実務経験

②　第７条第２号ロ
１０年以上の実務経験

③　第７条第２号ハ
１、２級土木施工管理技士、技術士等の資格取得者

	監理技術者
	①　第１５条第２号イ
建設工事の種類に応じた高度な技術検定合格者、免許取得者〔１級の技術検定合格者、技術士、１級建築士等〕

②　第１５条第２号ロ
主任技術者に必要な資格・経験を満たしていて、建設工事の種類に応じて、元請として５，０００万円以上の工事を２年以上指導監督した実務経験者
③　第１５条第２号ハ
上記と同等以上の能力があるもの


※　主任技術者から監理技術者への変更
当初は主任技術者を配置した工事で、工事内容の変更等により、工事途中で下請代金額の総額が５，０００万円（建築一式工事の場合は８，０００万円）以上となる場合には、主任技術者に代えて監理技術者（特例監理技術者、監理技術者補佐を含む。）を配置しなければなりません。

※　経歴書への添付書類

	◎　監理技術者となるべき者（下請代金額の総額が建築一式工事は８，０００万円以上、その他の工事は５，０００万円以上の工事の技術者）は、監理技術者資格証（表裏両面）の写しが必要です。

◎　専任の監理技術者（特例監理技術者を含む。）となるべき者（請負代金額が建築一式工事は９，０００万円以上、その他の工事は４，５００万円以上で、下請代金額の総額が建築一式工事は８，０００万円以上、その他の工事は５，０００万円以上の工事の技術者）は、監理技術者講習修了証（平成１６年２月２９日以前に監理技術者資格者証の交付を受けた者については不要）の写しが必要です。

◎　技術者（主任技術者・専門技術者）の要件が「学歴、実務経験」に該当する場合は、契約書の写しや工事に参加したこと等の書類が必要です。

◎　技術者（主任技術者・専門技術者）の要件が「資格等（例：１、２級土木施工管理技士、技術士等の資格取得者）」に該当する場合は、資格を証明するものの写しが必要です。
◎　技術者（監理技術者補佐）の要件が建設業法第２６条第３項第２号に該当する場合は、建設業法施行令第２８条による要件を満たす資格を証明するものの写しが必要です。

◎　請負代金額が建築一式工事は９，０００万円以上、その他の工事は４，５００万円以上については、営業所の専任技術者と兼務をしていないかの確認を行うため、建設業許可申請書添付書類の専任技術者証明書の写し等が必要です。


工事の種類及び金額による添付書類・確認事項一覧

【建築一式工事】

	請負代金額
	下請代金額の総額
	配置技術者
	経歴書等添付書類
	発注者確認事項

	９，０００万円未満
	８，０００万円未満
	非専任の

主任技術者
	・　主任技術者の資格を証明するものの写し

※　現場代理人の兼務届

（兼務が認められる工事において必要な場合）
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　現場代理人の兼務ができない工事で、兼務がされていないこと

・　現場代理人の兼務ができる工事で、兼務の要件を満たしていること

	９，０００万円以上
	８，０００万円未満
	専任の

主任技術者
	・　主任技術者の資格を証明するものの写し

・　専任技術者証明書の写し
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　技術者の恒常的雇用（３か月）

・　他工事への従事のないこと

・　技術者が営業所専任技術者でないこと

	
	８，０００万円以上
	専任の

監理技術者
（特例監理技術者、監理技術者補佐を含む。）
	・　監理技術者資格者証（表裏両面）の写し

・　監理技術者講習修了証（H16.2.29以前の監理技術者資格者証交付者は不要）の写し

・　専任技術者証明書の写し
※　監理技術者補佐の資格を証明するものの写し（特例監理技術者を配置する場合）
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　技術者の恒常的雇用（３か月）

・　他工事への従事のないこと

・　監理技術者講習を受講していること

・　技術者が営業所専任技術者でないこと
・　特例監理技術者の場合は、要件を満たす監理技術者補佐が専任で置かれていること。


【その他の工事（土木・舗装・電気・管等）】

	請負代金額
	下請代金額の総額
	配置技術者
	経歴書添付書類
	発注者確認事項

	４，５００万円未満
	―
	非専任の

主任技術者
	・　主任技術者の資格を証明するものの写し

※　現場代理人の兼務届

（兼務が認められる工事において必要な場合）
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　現場代理人の兼務ができない工事で、兼務がされていないこと

・　現場代理人の兼務ができる工事で、兼務の要件を満たしていること

	４，５００万円以上
	５，０００万円未満
	専任の

主任技術者
	・　主任技術者の資格を証明するものの写し

・　専任技術者証明書の写し
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　技術者の恒常的雇用（３か月）

・　他工事への従事のないこと

・　技術者が営業所専任技術者でないこと

	
	５，０００万円以上
	専任の

監理技術者
（特例監理技術者、監理技術者補佐を含む）
	・　監理技術者資格者証（表裏両面）の写し

・　監理技術者講習修了証（H16.2.29以前の監理技術者資格者証交付者は不要）の写し

・　専任技術者証明書の写し
※　監理技術者補佐の資格を証明するものの写し（特例監理技術者を配置する場合）
	・　技術者資格

・　技術者の直接的雇用

・　技術者の恒常的雇用（３か月）

・　他工事への従事のないこと

・　監理技術者講習を受講していること

・　技術者が営業所専任技術者でないこと
・　特例監理技術者の場合は、要件を満たす監理技術者補佐が専任で置かれていること。








記入例








発注者確認欄につき


受注者の記入不要








